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業務証明書管理取扱要領の制定について（通達）

警察官が職務執行のため、業務証明書を使用して東日本旅客鉄道株式会社の列車及び自

動車に乗車し、又は駅構内に立ち入る場合に使用する業務証明書の取扱いについて、別添

、 。のとおり業務証明書管理取扱要領を制定したので 管理運営上誤りのないようにされたい

なお 警察官が旅客会社線に乗車する場合の業務証明書管理取扱要領の制定について 令、 （

和３年２月２２日付け群務第７６号通達）は、廃止する。

本件担当：警務課企画係

警 電：２６３６・２６３７



別添

業務証明書管理取扱要領

１ 趣旨

この要領は、警察官が職務執行のため、業務証明書を使用して東日本旅客鉄道株式会

社（以下「旅客会社」という ）の列車及び自動車（以下「列車等」という ）への乗。 。

車又は駅構内への立入り（以下「乗車等」という ）をする場合の取扱いについて、必。

要な事項を定めるものとする。

２ 業務証明書の種類

業務証明書は、一般警察官用業務証明書及び移動警察官用業務証明書とする。

３ 業務証明書の効力

⑴ 業務証明書に記載された区間内における全ての列車等について効力を有する。ただ

し、特別車両を使用することはできない。

⑵ 業務証明書の有効期間は、発行の日から１年間とする。

４ 業務証明書の使用

警察官が、次に掲げる警察活動を行う場合に使用することができる。

⑴ 一般警察官用業務証明書

ア 追尾している犯人、参考人等が列車等内及び駅構内に立ち入った場合において、

追尾を続行する必要があるとき。

イ 列車等内及び駅構内において犯人を逮捕する場合

ウ 列車等内及び駅構内において聞き込み等の捜査を行う場合

エ その他列車等内及び駅構内での警察活動において、５の（１）の総括責任者が必

要と認める場合

⑵ 移動警察官用業務証明書

移動警察を行う場合に使用することができる。

５ 業務証明書の管理体制

⑴ 総括責任者

ア 総括責任者は、警務部警務課長とする。

イ 総括責任者は、業務証明書を一括管理し、業務証明書を必要とする事案が生じた

所属への貸出しを行う。

、 、ウ 総括責任者は １年を通じて業務証明書を使用することが見込まれる所属に対し

業務証明書をあらかじめ配布しておくことができる。

⑵ 管理責任者

ア 管理責任者は、業務証明書の配布又は貸出しを受けた所属長とする。

、 、 、イ 管理責任者は 業務証明書の適正な管理に努め 業務証明書の使用用務が終了し

又は有効期間が経過した場合は、速やかに総括責任者に返納しなければならない。

⑶ 取扱責任者



ア 業務証明書の取扱責任者は、警察本部においては配布又は貸出しを受けた所属の

次席、副校長又は副隊長とし、警察署においては副署長とする。

イ 取扱責任者は、業務証明書の使用状況を常に把握しておかなければならない。

６ 業務証明書の運用

⑴ 総括責任者は、業務証明書貸出簿（別記様式第１号）を備え付け、業務証明書の配

布又は貸出しの状況を明らかにしておかなければならない。

⑵ 取扱責任者は、業務証明書使用実績簿（別記様式第２号）を備え付け、業務証明書

の使用の状況を明らかにしておかなければならない。ただし、前記５の（１）のウに

より配布を受けたもので、地域部地域課鉄道警察隊において使用する場合は、この限

りでない。

⑶ 業務証明書の配布を受けていない所属において業務証明書使用の必要が生じた場合

又は配布を受けている所属において業務証明書の使用が一時期に集中し配布された業

務証明書では不足する場合においては、当該所属長は、総括責任者に業務証明書貸出

申請書（別記様式第３号）により申請し、貸出しを受けることができる。

⑷ 業務証明書の配布又は貸出しを受けた所属長は、用務が終了し、又は有効期間が経

過した場合は、業務証明書使用実績簿の写しを添えて、直ちに返納しなければならな

い。

７ 業務証明書使用上の留意事項

⑴ 警察官が業務証明書を使用して乗車等をする場合は、旅客運賃及び料金は支払わな

い。

⑵ 次の各号に掲げるところにより列車等に乗車等をする場合においては、業務証明書

の所持を省略することができる。

ア 制服を着用している場合

イ 緊急やむを得ない場合であって、旅客会社の係員の承諾を得て乗車を等する場合

⑶ 列車等に乗車等をする警察官は、当該列車等の乗務員に、職務に支障のない限り速

やかに乗務通告を行うものとする。

⑷ 職務遂行上、業務証明書に記載された区間を超えて乗車し、又は前記３の（１）の

特別車両に乗車せざるを得ない場合は、当該旅客会社の係員の承諾を得なければなら

ない。

⑸ 業務証明書を所持した警察官は、紛失防止等その取扱いを慎重にするとともに、紛

失等した場合は直ちに管理責任者に報告しなければならない。

⑹ 業務証明書の紛失等の報告を受けた管理責任者は、速やかに総括責任者に報告しな

ければならない。

⑺ 業務証明書を使用した場合又は前記（２）により列車等に乗車等をした場合は、使

用年月日、使用区間及び使用用務を取扱責任者に報告しなければならない。


